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中国における農地担保金融の
最近の動向と課題

〔要　　　旨〕

本稿は，中国において農業融資における信用補完手段として期待が寄せられている農地担
保を取り上げ，現地調査を通じた地方行政や金融機関の取組状況について整理し，金融機関
からみた農地担保金融が抱える課題をまとめたものである。
中国では農地担保は，関連する法律で認められていないものの，試行地域でその取組みが

積極的に進められている。農地制度の改正や農地にかかわる権利関係の確定作業の進展に伴
い，中国において農地は流動化し，農地担保金融も拡大の兆しをみせつつある。農地担保金
融の拡大から，農地担保は農業経営体，特に大規模専業農家，農民専業合作社，農業企業とい
った新型農業経営体における借入時の担保不足の状況を一定程度改善したと考えている。
一方，金融機関からみると農地を担保とした融資件数および融資額の農業融資全体に占め

る割合は僅かであり，農地担保金融が農業経営体の借入れの主軸になっているとは言い難い。
農業経営体の新たな信用補完手段として期待されている農地担保であるが，現段階では金融
機関の反応は概して芳しくなかった。
農地担保融資の件数および融資額が少ない背景には，金融機関からみて農地の経営権は担

保として評価額が低く，また農地担保は処分が容易でないという問題がある。今後，農地担
保金融の制度化および拡大には，試行地域で浮き彫りとなった問題点の解消が不可欠である。
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こうしたなか，本稿では，農業融資にお

ける信用補完手段として期待が寄せられる

農地担保を取り上げ，農地担保金融への取

組状況について整理し，金融機関からみた

農地担保金融が抱える課題を考察する。第

１節では，中国の農地担保金融を理解する

ために，日本とは大きく異なる農地制度の

変遷とその権利関係について簡潔に紹介す

るとともに，近年急速に進む農地の経営権

の流動化（以下「農地の流動化」という）の

動向を踏まえたうえで農地担保金融の展開

を整理する。第２節では，陝西省，江蘇省，

山東省・遼寧省での現地調査結果をまとめ

て，地方行政や金融機関の農地担保金融に

おける取組みの状況を明らかにする。第３

節では，現地調査の結果を踏まえ，金融機

関サイドからみた農地担保金融が抱える課

題を論じ，最後に農地担保金融の今後の方

向性を考えてみたい。
（注 1） 茂野（2008）を参照。
（注 2） 2016年に実施された第 3回全国農業センサ
スによれば，16年末時点，中国の農業経営体数
は 2億743万経営体，うち大規模専業農家398万
戸（施設農業経営体49万戸），農民専業合作社
179万社，農業企業が35万社あった。

（注 3） 16年には，国の農業信用保証保険機関であ
る「国家農業信貸担保連盟公司」が財政部（日
本の財務省に相当）および各省政府の機関保証
組織の出資により設立された。この連盟公司は
省政府の機関保証組織に対する再保証の実施，
省政府の機関保証組織のための人材育成やシス
テム開発などのインフラ整備に加えて，金融機
関の本部との連携強化を図ることを主な業務と
している。設立以来，中国農業銀行や中国郵政
貯蓄銀行など15行と業務協定を締結したほか，
省政府の機関保証組織を通じて約 2万の農業経
営体への信用保証を行った。

はじめに

農業経営体の借入れにおける主要な信用

補完手段としては，物的担保（農業機械，家

畜等の動産担保，農地等の不動産担保），保証

人，機関保証の３つがある。農業経営体が

金融機関から農業資金を借り入れる場合に，

この３つのうちのいずれか，あるいは複数

を組み合わせて信用補完を行うことが多い
（注1）
。

中国の農業経営体
（注2）
の信用補完においては，

従来親族，公務員および企業経営者などの

保証人による保証が中心であった。しかし，

農村部における密接な人間関係などを背景

として比較的容易であった保証人依頼は，

次第に難しくなってきた。この背景には，

農業経営体の借入額の増大，出稼ぎに行く

農家の増加に伴う農村常住人口の減少や資

金を借り入れた経営体が債務不履行に陥る

ケースがあると考えられる。

また，農業融資に機関保証（民間＋政府

系）が導入されるようになったが，まだ体

制整備の段階にあるため，十分に機能して

いない
（注3）
。

親族などによる保証が困難になり，機関

保証も十分に機能していないため，農業の

担い手として期待される大規模専業農家，

農民専業合作社，農業企業といった新型農

業経営体からは，物的担保による信用補完

へのニーズが高まっている。これらの経営

体の実情にあった信用補完手段を整備して

いくことは，今日の中国の農業金融に課せ

られた重要な課題の一つである。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・2
17 - 83

ができるようになった。その後，農業経営

の単位は更に小さくなり，81年から83年ご

ろには作業グループから家族を単位とする

農業生産責任制，すなわち家族請負経営制

が普及した。

家族請負経営制が確立された後，政府は

86年 4 月に「民法通則」，86年 6 月に「土地

管理法」，02年 8 月に「農村土地請負法
（注5）
」，

07年 3 月に「物権法」を採択した。これら

により，農地の請負期間の安定化が図られ

たほか，農地の所有権と農地に関する請負

経営権とを分離（以下「両権分離」という）

し，農地の請負経営権の用益物権化を確立

した
（注6）
。用益物権とは，他人の所有する不動

産または動産に対する占有・使用・収益の

権利のことである。

このように，中国の物権法では，農地の

請負経営権（日本の民法が定める用益物権の

永小作権に相当する）が用益物権として認め

られている。しかし，中国の物権法には，

集団所有の農地などの使用権は担保にする

ことができないという規定がある（第184

条）。後述のとおり，14年の中央１号文件に

は，農地の経営権を担保とする農地担保融

資を認めるという内容もあるが，この内容

は物権法第184条とは明らかに矛盾してい

る。そのため，15年から232県を物権法関連

条項の適用除外地域として，農地の経営権

を担保とする農地担保融資の試行（実験）

が開始されるようになったわけである。試

行の状況を踏まえたうえで，関連する法律

法規の修正が実施される見込みである。

一方，農地の両権分離は，中国農村経済

1　農地担保制度試行の背景

（1）　農地制度の変遷

中国の憲法では，都市部の土地は国有で，

農村と都市近郊の土地は集団所有と定めて

いる。以下では，農地の集団所有制が形成

されたプロセスを簡潔に振り返ってみよう。

1947年，50年にそれぞれ採択・施行され

た「中国土地大網」「土地改革法」に基づ

き，中国共産党は，土地改革を実施し，地

主や富農から取り上げた農地を農家に分配

し，農家が農地所有権を持つようになった。

50年以降，農業合作化運動（農業集団化運

動）が始まり，58年には複数の高級農業生

産合作社を統合して統一的管理体制を採り

いれた大集団である「人民公社」が創設さ

れた。「人民公社」は，農地に人民公社―生

産大隊―生産隊の「三級所有制」（三段階の

所有制）を導入したものの，62年以降は原

則として生産隊に農地が帰属することとな

った
（注4）
。そこで農家は農地を取り上げられ，

50年代後半から60年代前後にかけて農地の

私的所有から農地の集団所有へと完全に移

行した。

しかし，この体制下における農民の労働

意欲は低く，農業の低迷を招いてしまった。

これに対して中国共産党第11期３中全会で

農村改革が決定され，農業生産責任制が導

入された。これにより生産隊が生産隊内の

作業グループに生産を請け負わせ，生産高

と結び付けて労働報酬を算出し，生産ノル

マを超過達成したときはそれに報いること
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発行が開始され，これらの作業が急ピッチ

で進められているところである。農業部に

よれば，17年11月末時点でこれらの作業の

82％が完成している
（注8）
。

加えて，農地の請負経営権についての期

限延長も決定された。これにより経営権の

安定化が図られた。すなわち，農地の請負

期間は第１期には最長15年間であったが，

この請負期間の満了後（96年から98年ごろ）

に開始された第２期では，請負期間が30年

間に延長された
（注9）
。17年10月に開催された中

国共産党第19期大会で第２期満了後の再延

長も30年間となった。
（注 4） 池上（2017）を参照。
（注 5） 全国人民代表大会農業与農村委員会（17年

10月31日）が公表した「農村土地請負法の修正
案に関する解読」（中華人民共和国農村土地承包
法修正案［草案］）によれば，農村土地請負法は
改正が行われる見込みである。

（注 6） 「物権法」の第11章に農地の請負経営権につ
いての規定を定めている。

（注 7） 阮（2014），尹（2017）を参照。
（注 8） 農業部農村経済体制与経営管理司長である
張紅宇の記者会見による（17年11月29日付）。

（注 9） 請負期間を30年としたのは耕地であり，草
地は30～50年，林地は30～70年とされた。これ
は93年10月の「中央農村工作会議」で決定され，
同年11月の 1号文件のなかで明記された。

（2）　進む農地の流動化

80年代初期，約2.3億の農業経営体があり，

１戸当たりの耕地経営面積は８ムー（１ム

ー≒6.67a）以下だった。このように数多く

の小規模農家が存在している状況において，

どのように農業の近代化を成し遂げるかに

ついては，絶えず論争があった。

98年の中国共産党第15期三中全会では，

家族請負制の果たす役割を積極的に評価し

を取り巻く環境の急激な変化に伴いその問

題点が日増しに顕著となった。例えば，都市

化が進むにつれて農地の流動化が急速に進

行したため，農地の請負経営権を持つ者と

農地を利用する者とが同一でなくなる場合

が増加した。特に利用者側では多様な農業

経営体が育成され，農業政策上も農地を集

積利用する大規模農業経営体の創設が奨励

されている。このため，農地の資産的要素

（請負権）と利用（経営権）の分離が求めら

れるようになってきたのである。

こうしたなか，13年12月の「中央農村経

済工作会議」では，それまでの所有権と請

負経営権の両権分離に代わる，所有権，請

負権，経営権の「三権分置」という政策が

打ち出された。これにより，農家に与えら

れた請負経営権を請負権と経営権に分離す

ること，流動化の対象はあくまでも経営権

であって，請負権ではないことが明確化さ

れた。すなわち，これまでと同様に集団構

成員である農家が請負権を持つが，農地の

利用は，実質的にそれを利用する者が使用

権としての経営権を取得できることとなっ

た。そして，農地の請負権者である農家と

農地の利用者が契約を交わすことで，請負

権を持つ者は経営権を持つ者から地代を受

け取れることが明確化された
（注7）
。

また，農地の請負経営権は用益物権であ

り，このうち経営権は目的物を排他的に利

用できる権利であるため，権利関係を主張

するには，登記により対抗要件を具備する

ことが必要である。そのため，14年ごろか

ら農地の請負経営権の確定・登記・権利書
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だほか，政府の農地集積や大規模経営に対

する補助金，農地貸借取引への支援といっ

た政策的要因もある。例えば，13年中央１

号文件では，農地の集団所有制および家庭

請負制という農業の基本的経営制度の根幹

を堅持したうえで，大規模専門農家，家庭

農場，農民専業合作社などへの農地の集積

も進め，家族経営を中心とする多様な農業

経営体を育成する方針を打ち出した。
（注10） 農地の流動化について，農業部の統計（『中
国農業発展報告』）では，農地の移動方式を①同
じ集団内（村内）の別の農家への移動（転包），
②集団外（村外）の農家，農民専業合作社，農
業企業などへの移動（出租），③経営権を株式化
して農業生産を行う農業経営体に現物出資する
ことを指す株式合作（股份合作），④同じ集団内
の別の農家への請負経営権の譲渡（転譲），⑤同
じ集団内の農家間での農地の請負経営権の交換
（互換），⑥その他（其它形式）の 6つに分けて
いる。①と②で80％以上を占めており，①，②，
③については請負権の移動ではなく，経営権が
移動するだけであるが，④と⑤においては請負
権と経営権の両方（請負経営権）が移動する。

（3）　農地担保金融の展開

三権分置により請負経営権から経営権が

分離され，経営権の移転が可能となり，その

ための法的整備と権利の確定や登記といっ

たうえで，これを長期的に堅持するととも

に，農業の近代化を推進する具体的な政策

を探索しなければならないとした。これを

受けて豊富な経営資源や独自の販売ルート

を保有する農業企業が生産農家との連携を

強化するなど「会社＋農家」を中心として

農業を産業化する試みが始められた。また，

農家への権利保護の強化や，農業企業と農

家との利害関係の調整を背景に，農民専業

合作社と呼ばれる農業協同組合的な組織が

急速に増加しており，「会社＋農民専業合作

社＋農家」を中心とした農業の産業化も進

められている。

農業の産業化の動きを受けて，一部の農

業経営体へ農地を集積することが自然発生

的に始まったが，その後この動きは法的に

位置づけられ，具体的には，03年３月に「農

村土地請負法」（農村土地承包法）が施行さ

れ，同法第32条で請負経営権の移転に関す

る法的根拠が与えられた。

このように，請負経営権に関する法的整

備が進む一方で，当初農地の流動化はそれ

ほど進まなかった。しかし，農業部が農地

の流動化についての全国的な統計を取り始

めた08年からのデータを確認したところ，

08年以降は急速に進んでいる（第１表）。流

動化された農地面積が家族請負農地の総面

積（13.4億ムー）に占める比率（農地流動化

率）は08年には8.9％だったが，16年には

35.1％に達した。流動化された農地の総面

積は4.7億ムーにもなる
（注10）
。

農地流動化率が上昇した背景には，農村

から都市部への出稼ぎ労働者の移動が進ん

農地
流動化率

受入借地総面積に占める
経営形態別の割合

農家 農民専業
合作社 農業企業 その他

08年
09　
10　
11　
12　
13　
14　
15　
16　

 8.9
12.0
14.7
17.8
21.2
25.7
30.4
33.3
35.1

－
71.6
69.2
67.6
64.7
60.3
58.4
58.6
－

－
 8.9
11.9
13.4
15.8
20.4
21.9
21.8
－

－
 8.9
 8.1
 8.4
 9.2
 9.4
 9.6
 9.5
－

－
10.7
10.9
10.6
10.3
 9.9
10.1
10.1
－

資料 　池上（2017），農業部より著者作成

第1表　進む農地の流動化の動向
（単位　％）
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を決定した（第２表）。試行とは，新しい制

度を中国国内で全面的に展開・普及する前

に，１地域もしくはいくつかの地域で実験

を行うことにより，効果や影響などを見極

めることである。中国では，国土の広さや

人口規模の大きさから，社会や経済への悪

影響を回避するための試行が多いとみられ

る。

また，13年11月の中国共産党第18期３中

全会で採択された「中共中央が全面的な改

革を深めるための若干の重大な問題に関す

る決定」で，農村改革を深化させるため，

新型農業経営体の育成に力を入れ，請負農

地の経営権に抵当権の設定を認めるとした。

そして，14年の中央１号文件には，農村の

土地の集団所有制を堅持したうえで，請負

権を安定させ，経営権を活性化させ，金融

機関の農地担保融資を認めると明記された。

15年８月，国務院が「農村の請負地にか

た実務上の体制整備が進む前から，農地の

請負経営権を担保とする金融は進められて

いた
（注11）
。三権分置の後は，経営権に抵当権を

設定することができ，本稿ではこれを「農

地担保」と称すこととする。

農地担保の利用を進めるためには，その

背後に自由な価格形成や移動という市場性

が確保される必要がある。また，一定の価

値を持ち，容易に換金することができ，こ

れによって債権の回収が保証される必要が

ある。これまで，農地の経営権を担保とし

て利用可能なものとするため，こうした環

境整備が行われてきた。

08年10月には，中国人民銀行（中央銀行）

および中国銀行業監督管理委員会（銀監会）

が「農村金融商品とサービス方式のイノベ

ーションの推進に関する意見」を公表し，

中部６省・東北３省で２，３県を選出し，

それらの県で農地担保金融を試行すること

政策文書 農地担保金融と関連する内容

08年10月
「農村金融商品とサービス方式のイノベーションの推進
に関する意見」（関与加快推進農村金融産品和服務方式創
新的意見） 

中部6省・東北3省で2～3の県を選出し，それらの県で農
地担保金融を試行することを決定

13．11
「中共中央が全面的な改革を深めるための若干の重大
な問題に関する決定」（中共中央関与全面深化改革若干重
大問題的決定） 

請負農地にかかる経営権に抵当権の設定を認める

14．1
「農村改革を深化させ，農業の近代化を推進するため
の若干の意見」（関与全面深化農村改革加快推進農業現代
化的若干意見） 

金融機関の農地担保融資を認めることを明記

15．8

「農村の請負地にかかわる経営権および農民住居の財
産権にかかわる担保貸付を試行するにあたってのガイ
ドライン」（国務院関与開展農村承包土地的経営権和農民
住房財産権抵押貸款試点的指導意見） 

経営権に対する抵当権とそれに基づく貸付けおよび農
家の家屋敷に対する財産権について抵当権とそれに基
づく貸付けを認める

16．3
「農村請負土地の経営権にかかわる担保貸付の試行地
域に関する暫定弁法」（農村承包土地的経営権抵押貸款試
点暫行弁法） 

232か所の請負土地の経営権にかかわる担保貸付の試
行地域を指定

16．6
「農村の集団経営性建設用地にかかわる利用権の担保
貸付に関する暫定弁法」（農村集体経営性建設用地使用権
抵押貸款管理暫行弁法） 

15か所の農村の集団経営性建設用地にかかわる担保
貸付の試行地域を指定

資料 　関係部門が公表した資料より著者作成

第2表　農地担保金融の展開に関する最近の政策文書
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かわる経営権および農民住居の財産権にか

かわる担保貸付を試行するにあたってのガ

イドライン」を公表した。これにより経営

権に対する抵当権とそれに基づく貸付けを

認め，資金の借入時にかかる担保不足を解

消する試みが始まった。

これを受けて16年３月には，中国人民銀

行などの連名により「農村請負土地の経営

権にかかわる担保貸付の試行地域に関する

暫定弁法」「農民住宅財産権担保貸付の試行

地域に関する暫定弁法」が通知され，それ

ぞれ232か所，59か所の県級行政区が試行地

域に指定されている。

さらに，農村集団所有の経営性建設用地

（農業企業用地など）についても，国土資源

部と銀監会が16年６月に「農村の集団経営

性建設用地にかかわる利用権の担保貸付に

関する暫定弁法」を通達した。試行期間は

通達時点から17年12月31日までであったが，

試行期間が延長され，指定試行地域を15か

ら33に拡大することが決定された。これに

伴い，農地担保をめぐる試行地域も拡大す

るとともに，期間も延長されることが想定

されている。

このように，近年は農地担保のみならず

農民の住宅にも担保設定が可能となったた

め，不動産担保金融が拡大の兆しをみせつ

つある
（注12）
。中国人民銀行農村金融服務研究小

組（2017）によれば，16年末時点，農地担

保が試行されている232の県において，金

融機関の農地担保金融の貸付残高は140億

元となっている。これに住宅を担保とした

貸付けも含めば貸付残高はより多額になる

とみられる。
（注11） 現在体制整備が進められている農地担保金
融の歴史は，80年代までさかのぼることができ，
羅ほか（2005）によれば，貴州省湄

び た ん

潭県ですでに
実施されていた。各省が相次いで積極的に取り
組み始めたのは2000年代後半からである（陳
（2014））。

（注12） なお，評価や効果については，羅ほか（2017）
の研究では，農業経営体の信用を補強できると
いう肯定的な見方がある一方，陳（2010）は融
資難という問題を解決できない，逆に金融機関
から資金を借り入れた農家が債務不履行の場合
に農地を失い，社会問題になりかねないとの懸
念もあった。黄（2017）は80年代に始まる農村労
働者が非農業部門に就業するという動きの強ま
りに伴い，請け負った農村の土地をいかに処置
するかという問題に直面する，黄（2014）は一般
農家にとって，農地担保による資金の借入れが
できていないのが現状である，などと指摘した。

2　農地担保金融の動向

地方行政や金融機関の農地担保金融への

取組状況を明らかにするため，17年７月上

旬に陝西省，江蘇省，８月下旬に山東省・

遼寧省で現地調査を行った。調査地域Ｃを

除く全ては農地担保金融の試行地域となっ

ている。その内容は以下のとおりである

（第３表）。

（1）　調査地域Ａ

調査地域Ａでは，政府は13,040戸の請負

経営権の確定・登記作業を16年に終了して

いる。同地域の特徴は，農地の流動化率が

高いことである。流動化された農地面積は

6.3万ムーであり，農地総面積の73％にあた

る。政府は17年後半に更に１万ムーの農地

の経営権を新型農業経営体等に移転する予

定であり（調査時点），農地の流動化率は17
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評価，移転および登記を行う

農村産権流通交易センターが

15年12月に創設された。また，

農地担保金融を対象に，農村

商業銀行と区政府がそれぞれ

500万元の資金を拠出し，合

計1,000万元の信用リスク補完

基金も創設した。自然災害や

事故などで農業経営体の債務

不履行がある場合，この基金

を利用すれば，金融機関の農地担保融資額

の80％が保証されることとなっている。

これらに加えて，銀行への奨励政策とし

て，市政府の融資奨励金制度があり，１億

元の農地担保融資残高を達成すれば，その

超えた額に対して0.3％の奨励金利分の額

が支払われる。農家に対しても借入金利を

２％引き下げる補助がある。

地域内の農村商業銀行は11年に農地担保

融資を開始し，調査時点の農地担保融資残

高は1.2億元で，この額は総貸出残高の７％

にあたる。農地担保融資を開始した年の融

資残高は1,000万元であり，法律に抵触しな

いか，農地処分ができるか，という懸念も

あって農地担保金融はそれほど進展しなか

った。しかし，前述のような環境整備が進

んできたことを背景に，次第に農地担保金

融が重要視されるようになった。

（2）　調査地域Ｂ

調査地域Ｂの政府は農地権利の帰属に関

する確定・登記作業などを進めており，調

査時点でその95％が完成している。

年末までに85％に上昇する見込みである。

同地域における農地の集積を促進するた

め，村レベルの土地銀行や土地合作社が農

家から経営権を受け入れ，その後，村の農

地をまとめて新型農業経営体等に貸し出す

業務を担っている。また，経営権の移転円

滑化を図るため，14年に1,000万元の資金を

出資して地方所有の国有企業である農地移

転服務公司（会社）が設立された。同公司

は経営権を受け入れた農地に対して水利施

設などのインフラ整備を行った後に，同公

司から経営権を農業企業などに貸し出す。

経営権の基礎となる農地の請負権を持つ農

家などの農業経営体は，平均で770元／ム

ーの地代を同公司から受け取り，公司は農

業企業などから平均1,000元／ムーの地代を

受け取る仕組みとなっている。公司の経営

権取引における収支差額は管理費であり，

インフラ整備などの費用にもあてる。なお，

経営権の移転期間は2028年３月12日までで

統一されている。

経営権の取引や資金借入れの際の担保設

定に資する環境整備として，農地経営権の

調査地域 A B C D E
開始時期 11年 10 14 14 13

請負経営権の確定作業等の
進捗状況

16年
完成 95% －

17年末
完成
予定

71％
完成

農地流動化率（％） 73 60以上 － 41 34

信用リスク
補完基金

規模（万元） 1,000 500 640 3,000 1,000
債権保全率（％） 80 80 70 60 50

金融機関全体の
融資実績

融資残高（億元） 1.2 1.4 0.5 1.1 3.7
融資件数（件） － 572 62 103 519

資料 　ヒアリング資料より著者作成

第3表　調査地域における農地担保金融をめぐる概況
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を開始した。農地担保融資件数が250件で

融資残高は700万元あった。11年に施設農業

が雪害を被ったことでこれらの融資の一部

が不良債権化した。そのため，農地担保融

資は一旦停止したが，16年に再開した。同

年末の融資件数は26件で2,100万元の融資残

高となっている。これは，総貸出残高の10

～15％にあたる。農家と農民専業合作社が

この融資を利用しているという。

都市商業銀行は都市部の信用社が商業銀

行へ転換した金融機関である。中小企業を

主な顧客としながらも16年に農業経営体へ

の融資を進めることとした。うち，農地担

保融資件数は３件で，合計320万元を貸し

出した。そのうち農民専業合作社（１社）へ

の貸出が300万元，農家２戸がそれぞれ５

万元と15万元であった。農民専業合作社は

養鶏の経営規模拡大と野菜施設整備のため

農地担保金融を利用したが，経営権のほか

に農業施設も担保に供した。５万元を融資

した農家へは小売店を開業するための資金，

15万元を融資した農家へは食品店出店資金

を貸し出した。両農家への貸出は，農地担

保のほか宅地も担保とすることで可能とな

った。

（3）　調査地域Ｃ

調査地域Ｃの財政局は640万元の資金を

拠出して農地担保融資を対象とする信用リ

スク補完基金を創設し，金融機関の農地担

保融資額の70％を保証している。また，農

地を含む主要な資産の価値を評価し，それ

を流通させる組織である農村産権交易所も

農地担保金融は10年から始められており，

15年12月末の試行地域指定までにすでに経

験を積んでいた。同地域は農地担保金融の

試行地域に指定された後，政府の指示もあ

って，16年から中国人民銀行（同区支店）

が農地担保金融に関する促進策を取り始め

た。まず，中国人民銀行，農村信用社など

の金融機関で農地担保金融の推進小組（グ

ループ）を作り，融資の実施方針を定めた

後，それぞれの金融機関が実施細則を策定，

公表し，これに基づいて農地担保金融への

取組みを始めた。

また，区政府が500万元の財政資金を出

して信用リスク補完基金を設けた。これに

より金融機関の農地担保融資額の80％が保

証されることとなった。加えて農業経営体

の信用増強のために5,000万元を市と区が出

資し，担保会社を設立した。担保会社への

保証料は農業経営体が支払い，その保証料

の水準は貸出残高の1.2～1.5％となってい

る。

この地域で，農地担保金融を実施してい

る金融機関は，農村信用社のほか，村鎮銀

行，郵便貯蓄銀行，都市商業銀行（日本の

地方銀行に相当する），農業銀行がある。16

年における地域金融機関全体の農地担保融

資残高は1.4億元で，開始以来の融資件数は

572件であった。この融資を推進するために，

これらの金融機関は専用窓口を開設したほ

か，借り手にとっての優遇措置（金利の優遇

等）も発表した。

それぞれの金融機関の動向は次のとおり

である。農村信用社は10年に農地担保金融
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（4）　調査地域Ｄ

調査地域Ｄは，農地総面積が166万ムー，

農地移転面積が69万ムー，農地の流動化率

は41％となっている。市の農経局によれば

農地権利の帰属に関する確定・登記作業な

どは，17年末に完了する予定である。

同地域は14年ごろに農地担保金融への取

組みを開始した。15年末に農地担保金融の

試行地域として指定され，その時経営権を

抵当権にした金融機関の貸出を促す工作領

導小組（市長，中国人民銀行支店長，農経局

幹部，金融機関の経営者ほかで結成されたグ

ループ）を設立した。この体制のもとで，農

地担保金融の実施方針を策定したほか，農

業銀行，郵便貯蓄銀行，農村信用社，村鎮

銀行などと融資推進覚書も締結した。この

うち農地担保金融を推進する中心的な金融

機関は，支店を多く持つ農村信用社である。

また，14年11月に農村総合産権交易セン

ターも創設した。同センターは請負経営権

証書，施設所有権証書を発行する業務など

を行っている。この業務を行うことが，休

耕地問題の解決や農村資産の活用，農村の

幹部と農家間のトラブルの防止，新型農業

経営主体への融資の促進，無秩序な地代競

争の回避，適切な地代価格の形成につなが

っていると同センターでは考えている。

加えて，財政局が3,000万元の資金を拠出

し，信用リスク補完基金も設けた。これは

金融機関の債権の60％を保証している。さ

らに新型農業経営体に対する信用力を評価

する専門家協会も設立した。

農地担保融資の実績は以下のとおりであ

14年に発足した。さらに中国人民銀行（同

区支店）も農地担保金融にかかわる実施方

針などを策定し金融機関にこの融資を促し

てきた。

地域内の金融機関は14年３月から農地担

保融資を行っている。農地担保を利用する

農業経営体は，大規模専業農家，農民専業

合作社，農業企業である。17年６月30日時

点における農地担保融資の累積実績は，件

数が62件，融資残高が4,790万元であった。

地域内の金融機関の融資状況はそれぞれ以

下のとおりである。

農村商業銀行の農地担保融資は，農業企

業向けが２件で，融資額は100万元であっ

た。12年10月に設立された村鎮銀行は，14

年から農業企業を対象にした農地担保融資

に取り組み始め，16年の融資件数は５件，

融資額は390万元であった。農業銀行も15

年２月よりこの融資を行っており，１件で

170万元を貸し出した。農業銀行によれば，

経営権の担保価値が低いほか，経営権の権

利証書に盛り込まれた農地面積の数値と農

業経営体の実際の経営面積との差異がある

こともあり，融資拡大に慎重な姿勢である。

また，同地域の大学関係者によれば，こ

の地域においては地代が上昇傾向にあり，

農地の転用期待があるほか，農地を借り入

れる経営体も経営負担を軽減するために，

１年ごとに地代を支払う場合が少なくない。

このように経営権の貸借契約は実質的に１

年ごとに更新となっているため，債務不履

行時の経営権の処分が難しいという問題も

ある。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・2
25 - 91

る。16年末の農地担保融資件数は103件で，

融資額は１億782万元であった。融資件数

および融資額の内訳は，農家が79件で1,821

万元，農業企業が10件で2,609万元，大規模

専業農家が８件で4,772万元，農民専業合作

社が４件で1,370万元，家庭農場が２件で

210万元であった。

16年は，327の新型農業経営体から資金借

入申請があり，申請額は10億元以上であっ

た。しかし，16年の貸出額が１億元であっ

たことからわかるように，９割の資金需要

は満たされなかった。もちろん農業生産か

らの収益は考慮されるが，農地担保に関す

る問題もあり，特に担保価値が不足してい

ることと農地担保融資申請手続きの煩雑さ

が問題となったようである。

前者については，概して農地の経営権は

担保価値が低く，金融機関は追加担保を求

めることが多い。金融機関によって異なる

が，農業経営体は金融機関から経営権に加

えて農業保険，農業施設（ハウス，養殖施

設，冷蔵施設）や農機具（40％以下の評価額）

を組み合わせて担保を求められ，農業経営

体はこれを嫌う傾向がある。

融資申請手続きの煩雑さについては，例

えば，該当農地の面積や農業施設の所有者

を確認するにあたって村民委員会の承諾書

が必要なほか，郷鎮政府のトップがサイン

した許可書も提出しなければならない。農

業経営体は合わせて５枚の資料（村・郷鎮臨

時認証，GPS衛星図の作成，現場確認書，審査

書，批准書）に記入する必要がある。農業経

営体に農地担保による借入れを断念させて

しまう可能性がある。

（5）　調査地域Ｅ

調査市Ｅの農地総面積は279.6万ムーであ

り，農地の流動化率は34％である。この地

域も農地の権利関係の帰属を確定する作業

などが14年に始まり，調査時点で26.8万戸

（全体の71％）の農家に請負経営権の権利書

を発行した。

同地域は13年に農地担保金融を始め，15

年末に農地経営権を担保にする試行地域に

指定されてから関連制度や体制の整備を行

ってきた。まず，市財政から1,000万元を拠

出して信用リスク補完基金を創設した。こ

の基金による貸倒れに対する補償対象は，

小規模農家および新型農業経営体への貸出

であり，債権回収不可能な額（元金＋利息）

に対して，金融機関が50％，基金が50％を

負担する仕組みとなっている。

市金融弁（市の金融行政担当部署）の責任

者によれば，この基金により小規模農家お

よび新型農業経営体向け融資で回収不可能

となった元利金の大半を補償することがで

き，金融機関が農地担保金融に取り組むイ

ンセンティブを与えたという。ただし，こ

の基金を利用する場合には，農家への農地

担保による貸出上限額は50万元，新型農業

経営体では500万元との規定がある。金利

についても中国人民銀行が発表した基準貸

出金利の1.3倍を超えてはならず，貸出上限

額や金利の規定を守っていない場合は補償

対象としないこととなっている。

これに加え，農業経営体を対象にした民
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間保証会社による保証があるほか，政府は

資金の借り手に農業保険（日本の農業共済

に相当する）の加入も促している。なお，同

市も農村産権交易センターを開設している。

このセンターで農地経営権の売買などがで

きるが，調査時点における取引件数は751

件で，取引額は8,000万元となっていた。

これらの融資環境整備を背景に，５つの

金融機関が農地担保金融を実施しており，

17年６月末の農地担保融資件数は519件で

3.7億元が貸し出された。農地担保金融によ

って大規模専業農家などの新型農業経営体

への金融的支援が強化されたが，これを一

層強化するには，市の農業局の担当者によ

れば，以下のような課題の解消へ向けた検

討が必要であるとのことであった。

第１に，市政府が金融機関の農地担保融

資規模の拡大に伴い，信用リスク補完基金

への拠出を拡大する必要があるが，財政資

金は限られており，基金への資金補給がな

されていないことである。農地担保融資規

模が拡大するにつれて基金の保証総額も増

加する傾向があるため，拡大する農地担保

融資のリスクを補完する能力が限定的とな

っているのが現状である。

第２に，小規模農家を中心に農地担保に

消極的なことである。小規模農家は，農地

を永遠に失うのではないかという懸念を持

っており，この仕組みに対して懐疑的であ

る。彼らの懸念を払拭することが求められ

ている。このことに対して同市では，農地の

請負権ではなく経営権が処分の対象である

ことを認知してもらう手立てを講じている。

3　金融機関からみた農地担保
　　金融をめぐる課題　　　　

農地担保金融を利用する農業経営体から

みた課題についての分析は今後の研究テー

マとし，本稿では金融機関サイドからみた

農地担保金融の主な課題をまとめる。

第１に，農地の経営権に対する評価額が

借入金額に比べ相対的に低く，融資対象の

主要な担保にはならないことがある。金融

機関の農地担保融資への取組事例でみたよ

うに，農地担保単独では不十分であり，農

業施設，農業保険および機関保証などの組

合せで融資を行うことが多かった。

第２に，金融機関にとって経営権の処分

が依然として容易ではないことが挙げられ

る。農地経営権の貸借は実質的に１年更新

となるケースが多く，債務不履行時の経営

権の処分は難しい。地域ごとに社会経済情

勢が異なるため，経営権を引き受ける能力

のある農業企業，大規模専業農家，農民専

業合作社があまり育成されていない地域で

は，その処理が特に難しくなる。

第３に，信用リスク補完基金が十分に機

能していないことである。調査地域の全て

の地方政府は，信用リスク補完基金制度を

創設し，農地担保融資が返済不能となった

場合に債権が保全される仕組みを作ってい

る（保証割合は基金と地域ごとに異なる）。ま

た，全ての調査地域において，農村産権交

易センターと呼ばれる組織が農地を含む主

要な資産の価値を評価し，それを流通させ
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る仕組みも整備されている。しかし，調査

地域Ｅのように，地方政府が融資規模の拡

大に応じて信用リスク補完基金の資金規模

を拡大させるべきところであるが，財政資

金が限られ，基金への資金補給がなされて

いないケースもある。このことが金融機関

の融資リスクを補完する機能を限定的なも

のとし，それが金融機関の農地担保融資へ

の姿勢に影響を及ぼす可能性がある。

おわりに

本稿は，中国における農地担保金融の最

近の動向を事例も交えながら確認してきた。

農地制度の改正や農地にかかわる権利関係

の確定作業の進展に伴い，農地は流動化し，

農地担保金融も拡大の兆しをみせつつある。

農地担保金融の拡大から，農地担保は農業

経営体，特に新型農業経営体における借入

時の担保不足の状況を一定程度改善したと

考えている。

しかし，金融機関からみると農地を担保

とした融資件数および融資額の農業融資全

体に占める割合は僅かであり，農地担保金

融が農業経営体の借入れの主軸になってい

るとは言い難い。新型農業経営体の新たな

信用補完手段として期待されている農地担

保であるが，現段階では金融機関の反応は

概して芳しくなかった。

農地担保融資の件数および融資額が少な

いのは，金融機関からみて経営権の担保と

しての評価額が低く，農地担保の処分が容

易でないという問題からである。

試行地域における政府（国＋地方）によ

る農地担保金融への強力な推進があり，各

金融機関も件数や額は少ないながら，農地

担保融資に取り組んできた。しかし，その

試行期間の終了後（17年から18年）には，金

融機関の農地担保融資への取組みは，これ

までと比べ弱まる可能性がある。今後，経

営権に対する評価方法や経営権の取引が容

易となる仕組みの確立が必要であり，農地

担保金融の制度化および拡大には，試行段

階で浮き彫りとなった問題点の解消が不可

欠である。

また，農地の流動化が進展し，経営権の

受け手の中心は新型農業経営体となってい

る。農地担保の仕組みを通じて彼らの資金

需要に応えることは，この仕組みの目的の

一つであろう。しかし一方で，農地担保が

信用補完手段として機能し始めたとしても，

中国の農業金融の基本的流れを変えるには

まだ時間がかかるであろう。なぜなら，農

業経営体の大多数を占める小規模農家によ

る農地担保の利用が進んでいないためであ

る。

中国政府は多様な経営体の育成を掲げて

いる。その農業経営体の大宗が依然として

小規模農家であることから，農業金融にお

いても彼らの資金需要に応える仕組みの構

築が求められている。農業経営体からみた

農地担保金融の課題は改めて検討したいが，

これまで試されてきた農地担保金融の仕組

みが小規模農家を含む農業経営体の資金需

要に応え，融資につながるのか，また試行

段階で抽出された課題の解消が彼らの資金
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需要や融資の実行につながるのかが今まさ

に試されているといえる。
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